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環境と経済成長

Environment and Growth

and economic growth. While economic growth deteriorates the environment through increasing 
amounts of pollution, the deteriorated environment in turn limits the possibility of further 
economic growth. In a less developed country, this link, which we call the ``limits to growth,'' 

both in terms of income and environment. This link also threats the sustainability of the world's 
economic growth, particularly when the emission of greenhouse gases raises the risk of natural 

trade-off between the environment and growth in the short run, we show that an appropriate 
policy can improve the both in the long run.
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要　旨

　本論文では、環境の質と経済成長の間の双方向の因果関係を分析する。経済成長が進むと汚染排
出の増加によって環境の質を低下させる場合があるが、一方環境の質が低下すると、経済の生産性が
損なわれるために経済成長の持続を困難にする。このような双方向の因果関係を本論文では「成長の
限界」と呼ぶが、低開発国においては成長の限界は「貧困と環境悪化の罠」という形で現れる。諸国
間の所得および環境の質の長期にわたる格差は、このような罠の存在によって説明されうる。また、環境
と成長の双方向の因果関係は、世界経済全体の成長持続性をも脅かす。特に、経済成長による温室
効果ガス排出が自然災害のリスクを上昇させる場合、その脅威は深刻となる。このような因果関係を断ち
切るためには、環境政策の強化が必要となる。たしかに短期的には経済成長と環境改善の間にはトレー
ドオフがあるが、長期的には適切な政策により環境・経済成長のいずれをも改善できることが本論文で
示される。

キーワード：環境クズネッツ曲線、成長の限界、貧困と環境悪化の罠、経済成長の持続可能性、
自然災害

1．イントロダクション

　経済成長を自然環境といかに共存させるかという問題は、経済学者にとって非常に重要だが容易で
はない課題である。産業革命以降、アメリカにおける一人当たり所得の増加率はおおよそ安定的であっ
た。図1に示されるように、アメリカにおいて計測された一人当たり実質GDPは指数関数的に増大してお
り、19世紀半ば以降のその増加率はおよそ2％程度であった。図1においては、多くのアジア諸国がア
メリカの一人当たり所得水準に追いつきつつあることも示されている。近代的経済成長が開始した時期
は国によって異なるが（例えば、日本の近代経済成長は比較的早く始まったが、中国の顕著な経済成
長は最近の現象である）、20 世紀後半以
降のアジア諸国の経済成長率はアメリカより
も高い傾向にあった。このような傾向が続け
ば、アジア諸国の中の成功グループの一人
当たり所得は、いずれ指数関数的に増大
するアメリカの一人当たり所得に収束してい
くと考えられる。
　しかし、世界全体における経済成長が生
産量の指数関数的増大を意味し、そのため
にはますます多くの自然資源の投入が必要
であるとするならば、このような経済成長プロ
セスをいつまでも続けるのが不可能になるの
はほぼ自明なことである。これは、Meadows 
et al.（1972）によって「成長の限界」という

図1： アメリカおよびアジア諸国における一人当たりGDPの長
期的推移（1990年ドル価格表示）

出所：Bolt and van Zanden（2013）
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表題で研究されたテーマであり、その後多くの論文において自然資源の有限性制約下での経済成長の
持続可能性が研究された（萌芽的研究としては、Dasgputa and Heal 1974 ; Smith 1974 ; Stiglitz 
1974等が挙げられる。また、Krautkraemer 1998によるサーベイも参照されたい）。
　自然資源の有限性だけではなく、生産やある種の生産要素を用いることに伴う汚染排出も、経済成
長を続ける上でのもう一つの制約となる。汚染排出と経済成長の関係についての論文分野は、自然資
源の有限性に注目した論文とは別個に発達したが、根源的な問題は同一と言える：つまり、経済活動の
背景にある自然環境の有限性である。仮に、経済全体の生産関数が規模に関して収穫一定であり、ま
たすべての生産投入要素は再生産可能、あるいは枯渇しないと仮定してみよう。そのような設定におい
ては、長期の経済成長はすべての生産要素および産出の相似的拡大によってもたらされると考えるの
が典型的である。しかし、生産、あるいはいずれかの生産要素の使用が汚染排出を伴うとすると、この
ような相似拡大的経済成長は、環境を次第に悪化させていくことにつながる。言い換えると、自然環境
それ自体を拡大することができない以上、汚染の強度（汚染排出量と自然環境の規模の比率と考えると
良い）は生産の増加によって上昇することになる。その結果、環境悪化が健康問題や頻発する自然災
害を引き起こし、経済成長自体が困難になってくる。「経済成長に限界はあるか（Are there limits go 
growth?）」という論文において、Stokey（1988）はAK型の経済成長モデルを用いてこの種の問題を
検討した。それにより技術水準が変わらないという仮定の下で、経済成長の持続を目指すことは最適で
あるとは言えないという結果が示されたのである。
　本論文においては、環境と経済成長の相互関係がどのような意味を持つかを検討する。特に、以下
2つの問題に注目したい。1つめは、現在貧困と環境悪化の両方に苦しんでいる低開発国において、い
かにすれば経済成長が可能になるかという問題である。2つめは、世界全体において、経済成長が将
来に向けていかに持続できるかという問題を考える。これらの2つの問題は従来別々の分野で研究され
てきたが、本論文においてはこれら2つの問題を理解する は同一であることを示す：つまり、環境と経
済成長の間の相互の因果関係である。以下の章ではそれぞれの問題を検討する。

2．「貧困と環境悪化の罠」、およびそれによる国際格差

　イントロダクションにおいて論じたとおり、経済成長に伴って環境悪化がいつまでも続くようであれば、い
ずれ「成長の限界」に突き当たることは避けられない。この「成長の限界」の存在は図2のように描写す
ることができる。図2は環境悪化（P）と所得水準（Y）の相互関係を1つの図に表したものである。図中
においてY・＝0曲線は環境悪化が長期の所得水準に与える因果関係を表しており、所与の環境悪化水
準（P）の元では長期において所得水準はY・＝0曲線の示す水準までしか成長できないことを示している。
この曲線が右下がりであると言うことは、環境悪化が将来の経済成長のポテンシャルを低下させることを
示している。例えば、WHO（2006）に示されるとおり大気汚染は人の健康に悪影響を与えるが、それは
労働者の生産性を低下させるのみならず、平均寿命を短縮することにより教育の収益性を低下させ、親
が子供に高等教育を受けさせるインセンティブを損なわせることにもなる。さらに、教育を受けた労働者が
少ないと、外国企業など高い技術を持つ企業がそのような地域に投資をすることを阻害することにもつな
がる。このような要因により、汚染排出の上昇、それによる環境悪化は長期の所得を低下させると考えら
れる。
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　それでは、環境の質はどのような要素で決定され
るのであろうか？その決定要素の1つとして経済成
長を考えることができるだろう。経済成長の初期段階
においては、生産規模も小さく、所得（Y）も汚染排
出（P）も少ない。図2において、このことは経済が
原点近くの状況からスタートすることを意味する。そ
の後経済が発展すると、生産規模は拡大する。経
済が同じ生産技術を用い続けており、また様 な々生
産要素の相対価格が変わらないとすると、汚染排
出は生産規模と比例的に上昇することになるだろう。
図 2において、この動きは経路 aで表され、経済は
右上方向に直線的に移動し、最終的にはY・＝0曲線に突きあたり、それ以上経済成長が続かないこと
が確認できる。
　これは悲観的な結果と思われるが、現実には技術水準は一定ではなく、所得が増加するに従って技
術も改善すると考えられる。もし、技術が改善することにより少ない汚染排出で所与の生産量を実現する
ことができるなら、経済成長は技術進歩を通じて環境問題を緩和できる可能性がある。このような考察
から所得水準と様 な々汚染排出量（あるいは環境汚染指標）の間には逆U字型の関係があるという仮
説、いわゆる「環境クズネッツ曲線（Environmental Kuznets Curve：EKC）」仮説が立てられた。もし
この仮説が正しいなら、環境悪化は所得が一定水準に達するまでは続くが、それ以降は経済成長に伴
い環境の質は改善していくことになる。図2において、経路bは経済が環境クズネッツ曲線に従って動い
た場合の軌跡を表している。仮に、経済が Y・＝0曲線に突き与える前に汚染排出が減少に転じたとする
ならば、「成長の限界」を乗り越えて経済成長が持続できることになる。実際、Grossman and Krueger
（1991, 1995）、Selden and Song（1995）等を始めとする研究において、2酸化硫黄（SO2）、粒子状
物質（SPM）、窒素酸化物（NOx）等について、環境クズネッツ曲線が観測されることが示されている。
　しかし、環境クズネッツ曲線が存在するといっても、必ずしもすべての国が「成長の限界」を克服でき
るわけではない。国ごとに技術水準、資源賦与量、制度（特に環境保護に関する規制など）が異なるた
め、環境クズネッツ曲線の形状や位置は国ごとに異なると考えられる。図3では、経済が環境クズネッツ
曲線に従った場合の3つの異なる可能性を示している。経路cは経済が環境クズネッツ曲線の頂点に達
する前にY・＝0曲線に突き当たるケースを示している。Y・＝0曲線に達した時点において、この経済は貧困
と環境悪化の悪循環に陥ってしまう。まず、貧困であるが故に環境悪化を改善できない。このような貧し
い経済においては、当面の消費が最優先課題であり、また資金調達も困難であるために、より汚染排出
の少ない技術を採用することが困難なのである。同様に、このように貧しい経済においては、当面の生活
を一時的にでも苦しくすると思われる厳しい環境基準設定に合意することも困難である。また、逆の因果
関係として、このように環境悪化が進んでいる経済では、労働者の生産性が低く、また平均寿命が短い
ため親たちも子供の教育には熱心ではないなど、環境悪化自体が経済を貧困から抜け出せないようにす
る要因になっている。このような貧困と環境悪化の悪循環（相互の因果関係）から抜け出せない状況を、
我々は「貧困と環境悪化の罠」と呼んでいる。
　図3の経路dは、環境汚染の程度が環境クズネッツ曲線全体を通じて低く、Y・＝0曲線に達する前に

図2：所得と汚染排出の関係を表す位相図

152



環境クズネッツ曲線の頂点を乗り越えられるよう
な経済発展経路を示している。この場合、経済
は環境水準・所得水準のいずれもが「貧困と
環境悪化の罠」にとらわれた経済よりも良好な
定常状態に至ることができる。さらに経路eは、
経済が「成長の限界」に突き当たることなくいつ
までも成長を続けることも理論的には可能であ
ることを示している。このような考察から、環境
水準・所得水準は長期的には国ごとに大きく異
なること、また長期的な汚染排出量と所得水準
の間には負の関係があることが理論的に予想
される。図4は、アジア諸国において大気汚染（PM10粒子状物質の濃度）と一人当たり所得の間に負
の関係があることを示しており、理論的予想が実際に当てはまっていることを示している。
　ここまでの議論においては、環境クズネッツ曲線の形状は外生的であるとして議論してきた。但し、実
際は環境負荷の小さな技術を採用するかどうか、またそのために必要となる高等教育を受けるか否かな
ど、環境クズネッツ曲線の背景には経済主体の意志決定が重要な役割を果たしている。実際に、ある
国がなぜ「貧困と環境悪化の罠」にとらわれているのか、さらにはそういった経済を罠から救い出すには
どのような手段を講じる必要があるのかを明らかにするためには、上記のような意志決定を明示的に取り
入れた理論的モデルが必要になる。Horii and Ikefuji（2014、第3章）ではそのような理論モデルを概
説しており、低所得国における「貧困と環境悪化の罠」からの脱出には先進国による一定期間の援助
が有効であることが示されている。また、Ikefuji and Horii（2007）では一国内における所得不平等を
取り入れ、再分配政策と「貧困と環境悪化の罠」の関係を議論している。

図3：貧困と環境悪化の罠

図4：アジア諸国における一人当たり所得水準と大気汚染の関係
縦軸：各国首都における年平均のPM10 (直径10ミクロン以下の粒子状物質) の濃度。

出所： Urban outdoor air pollution database, Department of Public Health and Envronment, World Health 
Organization, September 2011. 一人当たり所得は世界銀行のWorld Development Indicators（WDI）より。
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3．温暖化による災害リスク上昇と経済成長の持続可能性

　汚染排出は各国の個別経済の問題であるだけではなく、世界全体の問題でもある。特に地球温暖
化問題の場合、温室効果ガス排出は世界経済全体の活動に依存しているため、世界経済を1つのも
のとして分析する必要がある。それでは、各国の局地的汚染と同様に、世界経済の平均所得と温室
効果ガス排出量の間に逆U字型の関係が存在するのであろうか？残念ながら、Dinda（2004）, Kijima 
et al.（2010）等に示されるように、現在の所、世界所得と温室効果ガス排出量（CO2等）の間には環
境クズネッツ曲線の関係は成立していない。もし世界経済が成長するに従って、温室効果ガス排出が増
え続けるならば、それは世界全体の経済成長持続可能性にとって大きな脅威となる。
　実際、NASA地球観測所のRiebeek（2005）は、地球温暖化による気候変動が熱帯地方の竜巻、
モンスーン、台風などの強度を上昇させている徴候を指摘している。図5に示されるように、過去50年
において災害による損失は世界の GDPを上回る速度で増加しており、その損失の大きな部分は
気候に関連する自然災害が原因となっている。例えば、2005年 8月のハリケーン・カトリーナはアメリカ
経済に1250億ドルの損失を与えた。最近では、2013年の台風30号（英語名：Haiyan）がフィリピンに
120億ドルの損害を与えたが、これはフィリピンの経済規模を考えるとかなり大きな損害である。CREDに
よると、最近洪水もアジアで頻発しており、2011年のタイ洪水では400億ドル、タイのGDPの1/10以上
が失われた。このような経済的損害の多くは資本設備の破壊という形で発生している。自然災害は直接
資本ストックを破壊するのみならず、生産設備投資の将来の収益性を低下させ投資を減退させるという
意味でも資本蓄積を阻害する。もし地球温暖化・気候変動が経済成長に伴って増大し続け、さらに気
候変動が自然災害のリスクを増大させるなら、将来のある時点においてそれ以上の経済成長が不可能
になることはほぼ自明と言える。
　第2節と同様に、位相図を用いてこのような帰結を表すことができる。図6の2つのパネルは世界全体
の所得Yと温室効果ガスの濃度Pの仮想的な動きを表したものである。以下のような理由で、Y・＝0曲
線はここでも右下がりになる。温室効果ガスの濃度が高いと、気候変動を通じて自然災害のリスクが高
まる。自然災害のリスクが高いと生産設備への投資が減少し、定常状態の資本も小さくなるが、これは
長期の世界の所得水準が低くなることを意味する。図2との違いは、今回は内生的成長の可能性を考
慮していることである。内生的成長理論においては、物的資本および人的資本が定常状態に至ることな

図５：世界全体における自然災害による損害
額と、世界GDPとの比較
実線はCREDによってClimatological, 
hydrological, meteorological 
disastersに分類される気象関連災害
による損害を表す。
出所： EM-DAT, the International 

Disaster Database, CRED, the 
Universite Catholique de Louvain. 
世界GDPは世界銀行WDIより。
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く蓄積されるプロセスを考え、その蓄積の速度
は技術や選好など様々な経済環境に依存する
と考える。本論で検討している問題においては、
自然災害のリスクが重要な経済環境の一つであ
り、長期の経済成長率はそれに依存すると考え
られるだろう。より具体的には、温室効果ガス排
出が上昇すると自然災害のリスクが上昇し資本
蓄積が阻害されるので、長期の成長率は低下
すると考えられる。特に、温室効果ガス排出が

以上になると長期的な内生的経済成長率が
0となるような一定の閾値 P^が存在するだろう。こ
の場合、Y・＝0曲線はYが大きくなるにつれ点線
で示される閾値 P^に漸近していくことになる。
　図6パネル（i）の経路 fは、生産量当たりの
排出を低下させるような技術進歩が全くない場
合の経済成長経路を表している。この場合、経
路全体を通じて温室効果ガス排出量と生産量
の比率（以下、P/Y比率）は一定となる。世界
経済の所得が上昇するにつれ、排出は比例的
に増え、それに伴って自然災害のリスクも上昇す
る。リスクの大きさは、最終的には企業が追加的
投資を停止する状況まで増大し、それがこの経
済にとっての「成長の限界」となる。経済成長を
持続させるには、温室効果ガス排出量を P^ 以下に保つことが必要であり、そのためには経済発展に伴
いP/Y比率を持続的に減少させていく必要がある。P/Y比率の減少にはいくつかの要素が関わってお
り、例えば、より進んだ生産技術への移行、汚染を排出する生産要素（化石燃料など）からよりクリーン
な生産要素への代替、さらには排出低減技術（abatement）の導入などが含まれる。しかし、いずれに
しても私的企業にとって排出低減は費用のかかることであり、当局が適切な政策（例えば環境税率を上
げること）により企業にそういった活動を実行させることが必要である。
　図6パネル（i）の経路gはそのような政策が実行され、排出水準がかろうじて P^以下に保たれる場合
の例である。この経路上においては、環境税率の上昇などによりP/Yは持続的に低減されているが、排
出量Pそのものは閾値 P^に向けて徐 に々上昇をしている。この場合、生産量を制限無く増加することが
できるという意味において経済成長は持続可能であるが、災害リスクが高まり投資のインセンティブが低
下するに従って、長期の経済成長率は次第に低下していくことになる。経路hはそれよりも厳しい環境政
策、例えば経路gにおいてよりも環境税率を早く上昇させた場合の経済の経路を表している。このような
政策によって将来の温室効果ガス排出量が現在の水準よりも低下するとならば、将来的には地球規模
での汚染、つまり地球温暖化についても環境クズネッツ曲線が観測されることになるだろう。この場合、地
球温暖化による経済への悪影響（災害リスクの上昇を含む）は長期的に緩和される。災害リスクが低減

図6：地球規模での汚染排出と経済成長の持続可能性
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されることのメリットが高税率による負の効果を上回るならば、長期的な経済成長率は経路gの場合より
も高くなると考えられる。
　ここまでの議論においては、現在の温室効果ガス排出量が閾値 P^を下回っていると暗黙に仮定した
が、それが正しいかどうかは自明ではない。図6のパネル（ii）は、現在の排出量がすでに閾値 P^を越え
ており、そのままでは長期の経済成長が維持できないという可能性を描いたものである。この場合、経済
成長を持続させるためには経路 iのようにP/Y比率を低減させるだけでは不十分であり、更に厳しい環
境政策によって経路 jのように温室効果ガス排出量Pそのものを現在の水準から削減する必要がある。
この場合、経済成長は世界全体における将来の温室効果ガス排出量が環境クズネッツ曲線に従う場合
にのみ持続可能と言うことになる。つまり、環境クズネッツ曲線が経済成長の結果生まれてくると言うよりも、
環境クズネッツ曲線を実現するような適切な環境政策の結果、経済成長が持続可能になると考えること
ができる。
　但し、厳しい環境政策が持続的経済成長に必要であるとしても、そのような政策は短期的には生産
費用・生産財価格の上昇に繋がるため、家計の消費を低下させる。そのため、厳しい環境政策が常に
社会厚生を改善すると言うことはできない。更に、長期においても、厳しい環境政策は企業利潤を低下
させ、将来の生産のための投資を縮小するので、環境が改善するとしても確実に経済成長率も上がる
と言うことはできない。そのため、どの程度環境政策を厳しくするのが望ましいのかを明らかにするには、
温室効果ガス排出と経済成長の相互因果関係を明示的に取り入れた理論モデルを構築する必要があ
る。Horii and Ikefuji（2014、第4章）においては実際にそのようなモデル構築し、経済成長を持続す
るためには環境税率を持続的に上昇させ続ける必要があることを示し、さらに、経済成長率を最大化
する環境税率の上昇率および、社会構成を最大化する環境税率の上昇率を導いている。Ikefuji and 
Horii（2012）ではさらに温室効果ガスが大気中に蓄積するケースや、災害に対する保険が十分でない
状況における家計のリスク回避行動を論じている。

4．結　論

　本論文では環境と経済成長との間の相互因果関係を議論した。経済規模が単純に拡大すると、汚
染排出はそれに従って増大し、環境が悪化する。そして、環境悪化は経済成長自体を妨げることにな
る。例えば、大気汚染のような地域的公害の場合、労働者の健康と生産性を損なう。また地球規模で
の公害、特に地球温暖化は気候を不安定化させ、自然災害のリスクを増大させる。このような負の効果
が大きくなれば、経済はもはや物的資本や人的資本を蓄積し続けることが困難になる。これを我々は「成
長の限界」と呼んだ。
　この相互の因果関係は、個別経済にとっても、世界経済全体にとっても深刻な問題を発生させる。最
貧国においては、貧困と環境悪化が相互に強め合う結果、人々は貧困のため教育を得ることも困難で、
それゆえ汚染を発生する技術に依存せざるを得ないという、「貧困と環境悪化の罠」という悪循環に陥っ
てしまう。このような悪循環の存在により、所得および環境水準の両方において大きな国際格差が発生
し、なかなか解消できないと考えられる。世界経済全体についても、もし世界生産量と比例的に温室効
果ガス排出が増大するならば、成長はいずれ限界に到達する。
　この「成長の限界」を克服する は技術転換、特に汚染を多く発生する技術からより少ない排出で
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所与の生産量を実現できる技術への転換にある。実際に、環境クズネッツ曲線と呼ばれる関係がいくつ
かの大気汚染物質について観測されており、所得が一定の閾値を超えると、汚染は所得増加に伴い減
少することがわかっている。多くの汚染物質に関して、先進国は所得の閾値をすでに超えていると考えら
れ、高い所得と良い環境を実現している。しかし、これはどの経済についても当てはまるわけではない。
最貧国やいくつかの発展途上国は、この閾値を超える前に「貧困と環境悪化の罠」にとらわれてしまっ
たと考えられる。こういった場合、当局は汚染排出の多い技術に対する規制や課税等の政策により、技
術転換を促進することが必要になる。このような政策が成功すれば、「貧困と環境悪化の罠」からの脱
出が可能になり、長期的に所得増加と良い環境を実現することができる。
　一方、地球規模で考えると、温室効果ガス排出は世界経済の成長と共に増え続けており、いまだ環
境クズネッツ曲線に従っているという徴候はない。理論的には、環境政策を強化しない限り、今後も排出
は生産量と比例的に上昇すると考えられる。従って、世界経済の成長を持続させるためには、生産者が
化石燃料など汚染排出を伴う生産要素への依存を減らし、新しい技術・スキル・知識（これらをまとめて
人的資本と捉えることができる）への依存を高めるように、環境政策を継続的に強化していくことが必要
である。このような政策により高成長持続できるならば、将来的には温室効果ガス排出についても環境ク
ズネッツ曲線が観測されることになるだろう。
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